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プレスリリース
　　　　　　　　　　　　　　　　NPO法人　全国移動サービスネットワーク
福祉有償運送等の制度見直し、自治体責任の明記などを求め、道路運送法改正の要請書を12月17日、国土交通大臣宛に提出
　2009年12月17日、民主党本部において、前原誠司国土交通大臣宛に、道路運送法改正を求める要請書を提出しました。提出までの背景と内容については以下の通りです。本件に関する質問・お問い合わせは下記「問合せ先」までお願いいたします。

なお、この要請書は、改めて政務三役に手渡すよう準備を進めています。
（１）要請書提出の背景

障がい者や要介護高齢者を対象とする車を使った外出支援活動（＝移動サービス）は、1970年代からボランティア・市民活動団体によって全国に広がってきた。近年、鉄道やバスの減便、路線の廃止などが続き、自家用車を利用できない高齢者や子どもを含む移動制約者の移動・外出手段の確保は一層深刻になっている。

このような中、2006年の道路運送法改正によって、移動サービスは、福祉有償運送及び過疎地有償運送として制度化された。しかし依然として十分な供給は確保されていない。責任の所在が不明確なまま、利害関係者の調整を優先した制度運用がなされてきたことにより、各地の福祉有償運送団体はサービス継続が困難になったり、利用ニーズにあったサービス提供が出来なくなっている（具体的な問題点は、要請書参照）。
（２）有償運送（79条）登録に関する道路運送法改正に向けた要望内容
①移動制約者の移動の保障に対する財政的な支援と自治体の責任の明記

②有償運送（79条）登録要件である「運営協議会の合意」の撤廃と役割変更

③制度運用における異議申し立てのための第三者機関の設置

④有償運送（79条）の対価基準の撤廃を含めたルールの見直しと簡素化
⑤福祉有償運送の利用者条件に経済的要因など生活環境要因を考慮すべき
　
（３）提出団体の活動概要
1998年設立（旧称：移動サービス市民活動全国ネットワーク）、2006年にNPO法人化した。障がい者・高齢者等の公共交通機関の利用が困難な人を対象とした外出支援活動（＝移動サービス）を行う団体・関係者によって構成される全国ネットワークで、政策提言、相談、調査、研修、出版事業などを行っている。（2009年11月末現在187個人・団体会員）。

【問合せ先】　特定非営利活動法人　全国移動サービスネットワーク（略称：全国移動ネット）

理事長　中根裕

〒156-0055　東京都世田谷区船橋1丁目１－２　山崎ビル２０４号

Tel：03-3706-0626　　fax:03-3706-0661　　URL:　http://www.zenkoku-ido.net
E-mail:　info@zenkoku-ido.net　事務所開設時間：月～金（10時半～16時半）
担当者　伊藤みどり（事務局長）　090-3805-7067
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